
社会福祉推進事業実施要領

（目的）

第１条 社会福祉推進事業は、地域社会における今日的課題に対する先駆的・試行的取組

等に対する支援を通じて、社会福祉の発展、改善等に寄与することを目的とする。本要

領は、「生活困窮者就労準備支援事業費等補助金交付要綱」（以下「交付要綱」とい

う。）に定めるほか、社会福祉推進事業の実施に当たり必要な事項を定める。

（事業の実施主体）

第２条 事業を実施する主体（以下「実施主体」という。）は次の各号に掲げる要件を満

たすものとする。

一 厚生労働省所管の法人又は厚生労働大臣が特に必要と認めた法人であって、申請し

た事業が社会福祉推進事業評価委員会(以下「評価委員会」という。)において採択さ

れた法人

二 前年度において、当該法人としての事業実績があり、良好な運営がなされている法

人

三 過去において、法令等に違反する不正行為を行った法人については、不正を行った

年度の翌年度から５年以上経過している法人

（社会福祉推進事業評価委員会の設置）

第３条 国庫補助事業としての透明性を確保する観点から、申請された事業採択の可否等

に関する評価を実施するため、社会・援護局長が評価委員会を設置する。

２ 評価委員会の運営及び申請された事業の採択に関する評価の実施方針等については、

社会・援護局長が別に定める社会福祉推進事業評価委員会運営要領によるものとする。

（対象事業）

第４条 本事業が対象とする事業は、交付要綱３（交付の対象）及び４（交付額の算定方

法）に定めるほか、次の各号に掲げる要件を満たすものとする。

一 別紙１に定める募集テーマ（１）～（７）にかかる事業であって、その事業により

得られる成果が今後の施策等に反映できるもの。

二 原則として単年度で終了する事業とする。ただし、複数年度にまたがる場合は、真

に止む得ない明確な理由があり、かつ、２か年以内に終了することが明らかである場

合に限る。

三 評価委員会における評価の結果、採択することが適当と認めた事業。

四 次の（１）から（５）までのいずれにも該当しない事業とする。

（１）事業の主たる目的に係る業務の大部分を外部委託するもの又は第三者への資金交

付を目的とした事業

（２）前年度において本事業に採択された事業の実施主体であって、その実施成果が著

しく不良であった事業の実施主体が申請する事業

（３）事業の大部分が設備又は備品購入等である事業

（４）営利を目的とした事業

（５）補助対象額が５０万円に満たない事業



（事業の上限額）

第５条 本事業が対象とする事業は、原則として一事業当たり１，０００万円（別紙１に

定める募集テーマのうち、重点テーマについては１，５００万円）を上限とする。

（事業の実施主体の責務）

第６条 実施主体は、評価委員会に申請する際に、実際に事業を行う事業担当者と本事業

の金銭管理（出納を含む。）を行う経理担当者を明確にし、各担当者が法令等を遵守す

る旨を誓約しなければならない。

２ 経理担当者は、事業担当者を兼ねることができない。

３ 実施主体は、評価委員会に申請する際に、事業が終了した時点で必ず成果物を提出

する旨を誓約しなければならない。

４ 実施主体は、事業が採択された場合及び事業が完了した場合には、実施主体自らが

採択された事業の概要及び事業結果の概要を作成し、当該実施主体のホームページへ

の掲載等の方法により速やかに公表しなければならない。また、実施主体は、実績報

告書の提出時において、事業の成果物（事業の成果等をまとめた報告書冊子）を電子

媒体（ＰＤＦ形式）により当該実施主体のホームページに掲載し、掲載した時点にお

いて社会・援護局総務課へ報告しなければならない。

５ 実施主体は、事業に関する収入及び支出について、当該実施主体の監事による監査

を必ず受け、適正な収支となっていることを証する監査結果の報告書を実績報告書と

ともに社会・援護局総務課に提出しなければならない。

６ 実施主体は、評価委員会が行う書面、ヒアリング又は訪問による調査を受け入れな

ければならない。

７ 事業終了後、事業成果の発表を依頼する場合があるので、予め承知されたい。

（事業の名称）

第７条 国庫補助事業の交付事務等の円滑化を図る観点から、事業の採択時に使用した事

業の名称について交付額の確定が終了するまでの間、国に提出する資料について名称の

変更を行ってはならない。

（交付要綱別表の対象経費を算定するための額）

第８条 交付要綱別表の第４欄に定める対象経費の補助単価は、予算の範囲内において他

の補助事業及び実勢を勘案して、別紙２に定める。

（協議手続き）

第９条 本事業に係る国庫補助を希望する場合には、別添様式による協議書を、別に定め

るところにより厚生労働省社会・援護局総務課に提出するものとする。

（採択の取消し）

第１０条 採択された事業が完了するまでの間において、実施主体が第２条第３号に該当

することとなったとき、又は事業が第４条第４号の（１）から（５）までのいずれか

に該当することとなったときは、事業の採択を取り消すことができる。

２ 前項の規定により、事業の採択が取り消された場合、実施主体は国庫補助金を返還し

なければならない。



別紙１

区分 テーマ名 趣旨目的

（１）
生活保護受給者の自立の助長に関する調査研究事
業

生活保護受給者の自立の助長に資する、効果的な支
援のあり方等に関する調査研究を行う。

（うち重点テーマ）

無料低額宿泊所等を利用する被保護者等の利用者の
状態像を明らかにするための調査研究

無料低額宿泊所等の利用者について、単独での居住が難しく、日
常生活支援が必要な者に対してアセスメントや支援を行う方法の検
討に資するため、ヴァインランドⅡ適応行動尺度等を用いて、障害
や適応行動に関する障害の有無等、利用者の状態像を明らかにす
るための調査研究を行う。

（２）
生活困窮者自立支援制度の推進に関する調査研究
事業

生活困窮者自立支援制度の更なる推進に資するよう、
生活困窮者に対する効果的な支援等に関する調査研
究を行う。

（うち重点テーマ）

①認定就労訓練事業所に対する技術的支援のあり方
に関する調査研究事業

認定就労訓練事業所に対する効率的・効果的な事業所インセン
ティブを提案するための技術的支援のあり方について検証（就労訓
練推進事業の実績検証含む）を行う。

②ホームレスの実態を踏まえた、生活困窮者自立支
援制度における一時生活支援事業に関する調査研究
事業

ホームレスの高齢化・長期化に伴う効果的な支援のあり方等につい
て調査研究を行う。

③生活困窮者自立支援制度の自立相談支援機関に
おける支援実績の分析による支援手法向上に向けた
調査研究事業

制度施行後のデータをもとに、多様な切口から分析し、支援効果を
上げるための要因や手法を提示する。

④生活困窮制度利用者の制度利用による主観的評価
の調査研究事業

生活困窮者が生活困窮者自立支援制度を活用し支援を受
けた場合の本人満足度等の主観的評価を調査し分析を行
う。

（３）
地域における住民主体の課題解決力強化等に関する
調査研究事業

複合的な問題を抱える者等に対する包括的な支援シ
ステムの構築や、インフォーマル活動を活性化し、隙間
のない重層的なセーフティネットの構築に関する調査
研究を行う。

（うち重点テーマ）

①町村部におけるコミュニティの分析調査研究事業
生活困窮者をはじめとする地域づくりにおける町村部の
コミュニティの実態把握と分類化を行い、併せて自助・
互助の一般化に向けた研究を行う。

②住民主体による地域課題の解決力強化・体制づく
り、包括的な相談支援体制の構築の促進に関する調
査研究事業

全国のモデル事業実施状況を、複数の分析枠組みを
設定したうえで、客観的に把握し多様な実施形態の実
態を調査するとともに、評価指標を作成する。

（４） 福祉・介護人材の確保等に関する調査研究事業
福祉・介護人材の確保等に資するため、多様な福祉・
介護人材が活躍できる環境整備のための調査研究を
行う。

（うち重点テーマ）

①介護福祉士制度における実務者研修の受講環境の
整備の促進に関する調査研究事業

平成28年度から介護福祉士試験の実務経験ルートの受験
要件として義務付けられた実務者研修について、その導入に
よる影響や負担軽減策の効果等の検証を行うための調査研
究を行う。

②外国人介護人材の適切な受入に資する海外での介
護サービス等の実態等に関する調査研究事業

平成29年度に技能実習制度へ介護の職種が追加されるこ
とを踏まえ、適切な制度の確立と効果的な運用のため、アジ
ア諸国で実施されている介護関連サービスや介護人材等の
現状及び将来予測について調査研究を行う。

29年度募集テーマ及び趣旨目的



区分 テーマ名 趣旨目的

（５）
社会福祉施設等の効率的かつ効果的な運営等に関
する調査研究事業

社会福祉施設等における効率的な事業運営の在り方
及び効果的な取組み方策や災害時における福祉支援
の在り方等に関する調査研究を行う。

（うち重点テーマ）

①社会福祉法人に設置される会計監査人の導入効果
等に関する調査研究事業

平成２９年度から一部の社会福祉法人に設置が義務
付けられた会計監査人について、その導入による効
果、導入に当たっての課題等の検証を行うための調査
研究を行う。

②社会福祉施設等の防犯に係る安全確保対策に関す
る調査研究事業

社会福祉施設等における防犯に係る安全確保対策の
実態を踏まえ、現状の課題、効果的な対策の在り方等
に関する調査研究を行う。

③災害時における効果的な福祉支援の在り方等に関
する調査研究事業

熊本地震など、昨今、多くの自然災害が発生し、高齢者や障害者
等の災害時要援護者に対する安定的な日常生活の確保が課題と
なっていることを踏まえ、発災後の時間経過に応じて必要とされる福
祉支援の内容や方法、被災地で活動する人材の環境整備の在り方
等に関する調査研究を行う。

（６）
自立が困難な矯正施設退所者への福祉的支援に関
する調査研究事業

矯正施設退所者への福祉的支援は全国的に緒に就い
たばかりであり、その効果的・効率的な手法は開発の途
上にあることから、当該支援のあり方等について調査研
究を行う。

（７）
国が実施又は補助を行う福祉施策の効果測定又は改
善点の把握に関する調査研究事業

地域社会における今日的課題に対する先駆的・試行
的取組に関する調査研究のうち、上記（１）～（６）の
テーマ項目以外の調査研究を行う。



別紙２

社会福祉推進事業実施要領第８条の規定に基づき定める基準額について

実施主体は、本事業を申請するに当たり、積算内訳に計上する経費については、以下に

掲げる基準額の範囲内の額を原則として使用するものとする。

ただし、本条に規定されていない経費又は基準額によることが困難な理由がある場合で

あって、使用する経費の積算及び使用する理由が明瞭かつ的確に示すことのできる書類を

作成の上、評価委員会に予め提出した結果、事業が採択された場合にはこの限りではない。

(1)報酬(検討会等の委員手当)[円/回](注)

①委員長 １６，４００円

②委 員 １４，０００円

(注)単なる業務上の打合せは、検討会等には含まない。

(2)賃金(雇上賃金)[円/日]

①社会福祉士等資格を有する者 １４,１００円

②①以外の者 ８,８００円

(3)報償費(講演会等の講師謝金)[円/時間]

①大学教授級 ７,０００円

②准教授級 ６,１００円

③その他 ４,６００円

(4)報償費(原稿執筆謝金)[円/原稿用紙（日本語400字）１枚当たり]

２，０００円とする。ただし、執筆者、内容等により増減額できるものとする。

(5)会場借料(検討会等の会議を実施主体が所有又は継続的に借りている執務室又は会議室

以外の場所で行う場合のみ)

①大会議室[定員210人程度の規模まで] ３３６,０００円

②中会議室[定員70人程度の規模まで] １２６,０００円

③小会議室[定員20人程度の規模まで] ３７,８００円

（注）一日通しの税込み価格。

(6)会議費

委員1人当たり５００円を基準とする。

また、1日通しで委員会等を行う場合であって、かつ、昼食の時間帯も議論しなければ

審議が終了しないことが明らかな場合には、会議費について委員1人あたり２,０００円

（昼食代を含む。）を基準とする。なお、会議やシンポジウム等の開催に伴う懇談会費

などは補助対象外とする。

(7)旅費

最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合の旅費により計算した額。ただ

し、事業遂行上の必要 又は天災その他やむを得ない事情に因り最も経済的な通常の経



路又は方法によって旅行し難い場合には、その現によった経路及び方法によって計算し

た額。

なお、タクシーは、やむを得ない場合を除き認められない。

※ 海外渡航経費は原則として認められないが、事業の内容から海外調査を行うこと

が真に必要と認められる場合には、海外調査の必要性、渡航先、具体的調査内容等

を別添様式別紙４に定める実施計画書及び調査事業計画書において明らかにするこ

と。

※ 先進地等の視察を目的とした旅費は、真に必要と認められる場合を除き、補助対

象外とする。

※ 旅費の積算にあたっては、応募団体の規定に沿って積算すること。当該規定につ

いては、追って提出を求める場合がある。

(8)委託料

委託料を計上する場合には、予め業者から見積書を徴すること。当該見積書について

は、追って提出を求める場合がある。また、「別紙４ ２．国庫補助協議額内訳書」に

おいて、委託する業務の内容が具体的に記入されていること。（「委託業務一式」等の

あいまいな表現は認めない）

契約予定価格が100万円（消費税込み）以上の契約を行う場合は、複数の見積書を徴し

た上で契約を行うか、競争入札に付すこと。

(9)備品購入費

通常、事業所に備えている備品（例：パソコン、ソフトウェア（OS、文書作成ソフト、

表計算ソフトなど一般的な事務処理に要するもの）、プリンター、コピー機、机・椅子、

キャビネット、自動車、電話（携帯電話を含む）など）は、補助対象外である。

ただし、事業の実施に支障を来すなど、やむを得ず購入する場合は、その理由書を

「別紙４ ２．国庫補助 協議額内訳書」に添付すること。なお、その場合であっても、

事業完了後も引き続き団体の財産として利用できるような上記備品の購入については、

単年度で完了する事業であるという本補助事業の性質上、原則リースで対応し、購入に

よらざるを得ない場合は、上記理由書に併せてその理由を記載すること。

(10)使用料及び賃借料

事務所及び駐車場の賃料については、補助対象外とする。

また、OA機器類（パソコン、プリンター、コピー機、机・椅子、キャビネット等）の

リース料は補助対象外とする。ただし、「(9)備品購入費」の但し書きの場合にあっては、

その限りではない。

(11)その他の経費

社会通念上相応の単価を用い、事業内容に照らして適切な員数、回数、数量等を見込

んで積算すること。

［参考］

社会福祉推進事業における補助対象経費は次のとおり

報酬、賃金、社会保険料事業主負担金、諸謝金、国内及び外国旅費、消耗品費、

燃料費、会議費、印刷製本費、光熱水費、雑役務費、通信運搬費、委託料、使用料及

び賃借料、備品購入費


